
（報告） 
ダム水路主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者の資格付与等に関し 
高等学校卒業程度認定試験の合格を高等学校卒業と同等に扱うための 

省令及び内規改正について 

平成２４年１２月４日 

商務流通保安グループ 

電力安全課 

資料１２ 



１．改正の目的及び方針 

○学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条第１項及び高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文
部科学省令第１号）の規定により、高等学校卒業程度認定試験（以下「高卒認定試験」という。）に合格すれ
ば高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認定されるにも関わらず、国家資格の付与の要件にお
いて、高卒認定試験合格者を高等学校を卒業した者と同等と扱っていないことは問題であるとの指摘がなさ
れた。 
 

○電気事業法に基づくダム水路主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者に係る主任技術者免状交付
の要件又はボイラー・タービン主任技術者に係る許可選任の要件の一つとして、高等学校等を卒業したこと
を求めているが、高卒認定試験合格については高等学校卒業と同等とは扱っていない。 
 

○上記の要件として高等学校等を卒業した場合に求めているものは、設備に関する専門的知識を獲得する
ために必要な基礎的学力であり、設備に関する専門的知識そのものではない。 
 

○したがって、上記の主任技術者に係る要件について、高卒認定試験合格者を、高等学校を卒業者した者と
同等と扱っても保安上問題はないため、所要の改正を行う方針。 
 

１ 

◇今後のスケジュール 
○平成２４年１２月上旬 省令及び内規改正案のパブリックコメント 
○平成２５年１月中旬  改正省令及び内規の公布・施行  



１．改正の目的及び方針（参考） 
＜文部科学省パンフレットより＞ 

２ 



２．現状制度（主任技術者免状の交付要件１） 

○電気事業法において、ダム水路主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者免状交付の要件は以下の
とおり。（電気事業法第４４条） 

ダム水路主任技術者 
第一種 
第二種 

＜資格区分＞ ＜種別＞ ＜免状交付要件＞ 

 免状の種類ごとに経済産業省令で定める学
歴又は資格及び実務の経験を有すること。 

ボイラー・タービン 
主任技術者 

第一種 
第二種 

 免状の種類ごとに経済産業省令で定める学
歴又は資格及び実務の経験を有すること。 

※免状の種別により、取り扱うことができる設備の規模が異なる。 

３ 

○それぞれの免状ごとに求められる学歴又は資格及び実務の経験については、「電気事業法に基づく主任
技術者の資格等に関する省令」において規定されている。 

○学歴又は資格に応じて、必要となる実務経験年数に差を設けており、高等学校等の卒業者も一定の実務
経験があれば免状取得が可能。 



２．現状制度（主任技術者免状の交付要件２） 

免状の種
類 

学歴又は資格 実務の内
容 

実務経験年数 

 
 
 
 
 
 
 
第一種ダム
水路主任技
術者 

大学等で、土木工学に関する学科を修めて卒業  
 
 
 
 
 
水力設備又
は水力設備
に相当する
発電用以外
の設備の工
事、維持又
は運用 

卒業後５年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維持
及び運用に関する経験年数３年以上を含む） 

大学等を卒業 卒業後９年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維持
及び運用に関する経験年数３年以上を含む） 

短期大学又は高等専門学校等で、土木工学に関する
学科を修めて卒業 

卒業後６年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維持
及び運用に関する経験年数４年以上を含む） 

短期大学又は高等専門学校等を卒業 卒業後１０年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維
持及び運用に関する経験年数４年以上を含む） 

高等学校等で、土木工学に関する学科を修めて卒業 卒業後１０年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維
持及び運用に関する経験年数５年以上を含む） 

高等学校等を卒業 卒業後１４年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維
持及び運用に関する経験年数５年以上を含む） 

中学校を卒業 卒業後２０年以上（高さ１５ｍ以上のダムの工事、維
持及び運用に関する経験年数１０年以上を含む） 

 
 
 
 
 
 
第二種ダム
水路主任技
術者 

大学、短期大学又は高等専門学校等で、土木工学に
関する学科を修めて卒業 

水力設備の
工事、維持
又は運用 

卒業後３年以上 

大学、短期大学又は高等専門学校等を卒業  
 
水力設備又
は水力設備
に相当する
発電用以外
の設備の工
事、維持又
は運用 
 

卒業後５年以上（水力設備に係る経験年数３年以上
を含む） 

高等学校等で、土木工学に関する学科を修めて卒業 卒業後５年以上（水力設備に係る経験年数３年以上
を含む） 

高等学校等を卒業 卒業後７年以上（水力設備に係る経験年数３年以上
を含む） 

中学校を卒業 
 

卒業後１２年以上（水力設備に係る経験年数８年以上
を含む） 
 

ダム水路主任技術者 

４ 



２．現状制度（主任技術者免状の交付要件３） 

免状の
種類 

学歴又は資格 実務の内容 実務経験年数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第一種
ボイ
ラー・
タービン
主任技
術者 

大学等で、機械工学に関する学科を修めて卒業  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（発電用の）ボイラー又は
蒸気タービンの工事、維
持又は運用 

卒業後６年以上（圧力５８８０ｋPa以上の発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に
関する経験年数３年以上を含む） 

大学等を卒業 卒業後１０年以上（圧力５８８０ｋPa以上の発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に
関する経験年数３年以上を含む） 

短期大学又は高等専門学校又等で、機械工学に関
する学科を修めて卒業 

卒業後８年以上（圧力５８８０ｋPa以上の発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に
関する経験年数４年以上を含む） 

短期大学又は高等専門学校等を卒業 卒業後１２年以上（発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に関する経験年数８年
以上（うち４年以上は圧力５８８０ｋPa以上のものであること）を含む） 

高等学校等で、機械工学に関する学科を修めて卒業 卒業後１０年以上（圧力５８８０ｋPa以上の発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に
関する経験年数５年以上を含む） 

高等学校等を卒業 卒業後１４年以上（発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に関する経験年数１０年
以上（うち５年以上は圧力５８８０ｋPa以上のものであること）を含む） 

中学校を卒業 卒業後２０年以上（発電用のボイラー等の工事、維持及び運用に関する経験年数１５年
以上（うち１０年以上は圧力５８８０ｋPa以上のものであること）を含む） 

一級海技士等 資格取得等から６年以上（圧力５８８０ｋPa以上の発電用のボイラー等の工事、維持及
び運用に関する経験年数３年以上を含む） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第二種
ボイ
ラー・
タービン
主任技
術者 

大学等で、機械工学に関する学科を修めて卒業 発電用のボイラー、蒸気
タービン、ガスタービン又
は燃料電池（最高使用圧
力９８ｋPa以上のものに限

る）の工事、維持又は運
用 

卒業後３年以上 

大学等を卒業  
 
 
 
 
 
 
（発電用の）ボイラー、蒸
気タービン、ガスタービン
又は燃料電池の工事、維
持又は運用 
 

卒業後５年以上（発電用のボイラー等に係る経験年数３年以上を含む） 

短期大学又は高等専門学校又等で、機械工学に関
する学科を修めて卒業 

卒業後４年以上 

短期大学又は高等専門学校等を卒業 卒業後６年以上（発電用のボイラー等に係る経験年数４年以上を含む） 

高等学校等で、機械工学に関する学科を修めて卒業 卒業後５年以上 

高等学校等を卒業 卒業後７年以上（発電用のボイラー等に係る経験年数５年以上を含む） 

中学校を卒業 卒業後１２年以上（発電用のボイラー等に係る経験年数１０年以上を含む） 

一級海技士等 資格取得等から６年以上 

ボイラー・タービン主任技術者 

５ 



２．現状制度（許可選任制度） 
○主任技術者は免状の交付を受けた者から選任するのが原則であるが、自家用電気工作物を設置する者
は経済産業大臣の許可を受ければ、免状の交付を受けていない者を主任技術者として選任することができ
る。（許可選任制度） 

○許可にあたっての審査基準を、「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）」として定めて運用しているところ、
ボイラー・タービン主任技術者については、小規模な設備であれば、高等学校等を卒業後一定の実務経験が
あれば許可選任が認められる。 

主任技術者制度の解釈及び運用（内規）  

 
２．法第４３条第２項の許可は、次の基準により行うものとする。 
（３）ボイラー・タービン主任技術者に係る法第４３条第２項の許可は、その申請が次の①及び②の要件に適合し、かつ、電気工作物の工
事、維持及び運用の保安上支障がないと認められる場合に限り、行うものとする。 
① ボイラー・タービン主任技術者を選任しようとする事業場又は設備が、火力発電所（内燃力を原動力とするものを除く。以下本項にお

いて同じ。）、火力発電所の設置の工事のための事業場若しくは火力発電所を直接統括する事業場又は燃料電池発電所若しくは燃
料電池発電所の設置の工事のための事業場であること。 

② ボイラー・タービン主任技術者として選任しようとする者が、次のいずれかに該当すること。 
イ 出力２００キロワット未満、圧力１，０００キロパスカル未満、かつ、当該ボイラーの最大蒸発量（ボイラーを２個以上設置する場合
はその蒸発量の和）が４トン毎時未満（発電用の蒸気タービンに蒸気を供給するボイラーを用いる場合に限る。）の火力発電所、当
該発電所の設置のための事業場又は火力発電所を直接統括する事業場であってその直接統括する発電所の出力の合計が２００
キロワット未満のものに係る場合は、次のいずれかに該当する者。 

（イ） 学校教育法による高等学校又はこれらと同等以上の教育施設において機械工学の課程を修めて卒業した者 
（ロ） 学校教育法による高等学校又はこれらと同等以上の教育施設を卒業した者であって、火力発電所の工事、維持又は運用に関
する実務に通算して１年以上従事した者 

（ハ）船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和２６年法律第１４９号）第５条第１項第２号イの１級海技士（機関）、同号ロの２級海技士
（機関）又は同号ハの３級海技士（機関）としての海技士の免許を受けている者 

（ニ）労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）別表第１８第３７号のボイラー取扱技能講習を修了した者であって、労働安全衛生法
施行令（昭和４７年政令第３１８号）第２０条第５号イからニまでに掲げるボイラーを４月以上取り扱った経験がある者 

（ホ）ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和４７年労働省令第３３号）第９７条第１号の特級ボイラー技士免許、同条第２号の１級ボイ
ラー技士免許又は同条第３号の２級ボイラー技士免許を受けている者 

（ヘ）エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第９条第１項のエネルギー管理士免状の交付を受けている
者（エネルギー管理士の試験及び免状の交付に関する規則（昭和５９年通商産業省令第１５号）第２９条の表の上欄に掲げる熱分
野専門区分に応じた同表の下欄に掲げる試験課目又は同規則別表第１の第１欄に掲げる熱分野専門区分に応じた同表の第２欄に
掲げる修了試験課目に合格したことによりエネルギー管理士免状の交付を受けた者に限る。） 

（ト）技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条第１項の技術士（機械部門に限る。）の２次試験に合格した者 ６ 
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